
千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  市長は、市内中小企業の安定的な人材確保や社会・経済情勢の

変化への対応、経営基盤の強化を支援するため、中小企業者の経営者

又はその従業員の研修等に要する経費について、予算の範囲内におい

て、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。以下

「規則」という。）及びこの要綱に基づき補助金を交付する。  

 

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

（１）中小企業者  中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２

条に規定する中小企業者をいう。  

（２）事業所  物の生産又は販売、サービスの提供等が事業として行わ

れている場所をいう。  

（３）研修  経営者又は従業員の業務に必要な技術、技能、知識、資格

を習得するために日本国内で行われる、事業内研修、事業外研修並

びに資格取得のための学習及び受験をいう。ただし、資格取得のた

めの学習及び受験のうち、別表１に記載する資格に係るものは除く。  

（４）事業内研修  中小企業者が自らで企画・主催・運営する研修のう

ち、ア又はイに該当するものをいう。  

ア  外部から招へいする講師により行われる研修  

イ  中小企業者の経営者又は従業員を講師として行われる研修  

（５）事業外研修  外部の教育訓練機関に受講料を支払い受講させる研

修をいう。  

（６）研修計画  従業員の育成を目的に、当該従業員の業務内容や業務

を行う上で必要となる能力、必要な能力を高めるための研修内容や

研修の実施時期などを明記した計画をいう。  

（７）フランチャイズ  本部が加盟店に対して、特定の商標、商号等を

使用する権利を与えるとともに、加盟店の物品販売、サービス提供、

その他の事業・経営について統一的な方法で統制、指導、援助を行

い、これらの対価として加盟店が本部に金銭を支払う事業形態をい



う。  

（補助対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

中小企業者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。  

（１）市内に事業所を有し、当該事業所において事業を行っていること。  

（２）市税の滞納がないこと。  

（３）受講料、教科書・教材費、その他研修に要する経費の全額を当該

中小企業者が負担し、受講する従業員又は経営者に負担させていな

いこと。  

（４）同一の研修について国、地方公共団体又はその他の機関から補助

金等を受けていないこと。  

（５）過去５年間に重大な法令違反等がないこと。  

（６）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に

規定する性風俗関連特殊営業、同条第１１項に規定する特定遊興飲

食店営業、同条第１３項に規定する接客業務受託営業及びこれらに

類する事業を行っていないこと。  

（７）千葉市暴力団排除条例（平成２４年千葉市条例第３６号）第２条第

２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）、暴力団員

等（以下「暴力団員等」という。）又は同条例第９条に規定する暴力

団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）でないこと。  

 

 （補助対象事業）  

第４条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」とい

う。）、経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金額は、別表２

に定めるとおりとする。ただし、一会計年度中の補助限度額が５万円

を超える支援（以下「拡充支援」という。）の申込みを行う場合の補助

金額は、別表３に定めるとおりとする。  

 

 （交付の申請）  

第５条  規則第３条の規定による補助対象者ごとの補助金の交付の申請

は、別表２及び別表３に定めるとおりとする。  

 



（交付の条件）  

第６条  規則第５条の規定により附する条件は、次に掲げるとおりとす

る。  

（１）補助事業の内容又は経費の変更をする場合には、あらかじめ市長

の承認を受けること。  

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合にはあらかじめ、市長の承

認を受けること。  

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行

が困難となった場合には、速やかに市長に報告し、その指示を受け

ること。  

 

 （交付決定通知）  

第７条  規則第６条の規定による補助対象者ごとの補助金の交付の決定を

したときの通知は、別表２及び別表３に定めるとおりとする。  

２  規則第４条第３項の規定による補助対象者ごとの補助金を交付する

ことが不適当と認めたときの通知は、別表２及び別表３に定めるとお

りとする。  

 

 （額の確定）  

第８条  規則第１３条の規定による補助対象者ごとの補助金の額の確定

の通知は、別表２及び別表３に定めるとおりとする。  

 

 （拡充支援の申込）  

第９条  第４条に定める拡充支援の申込みは、別表３に定めるとおりとす

る。  

 

 （拡充支援の審査）  

第１０条  市長は、前条の規定による拡充支援の申込みを受けた場合は、

その内容を審査するものとする。  

２  市長は、前項の規定による審査の結果、拡充支援の対象者であると

認めたときは、別表３に定めるところにより、通知するものとする。  

３  市長は、第１項の規定による審査の結果、拡充支援の対象者と認め

るべきでないと決定したときは、書面により、当該申込者にその旨を



通知するものとする。  

 

 （研修計画の変更）  

第１１条  拡充支援の申込みをしたときに提出した研修計画に係る書類

に変更が生じた場合の届出は、別表３に定めるとおりとする。  

 

 （補助金の交付）  

第１２条  規則第１６条第１項の規定による補助対象者ごとの補助金の交

付は、別表２及び別表３に定めるとおりとする。  

 

 （決定の取消通知）  

第１３条  規則第１７条第３項において準用する規則第６条の規定によ

る通知は、千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付決

定取消通知書（様式第７号）によるものとする。  

 

 （返還命令）  

第１４条  規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千

葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金返還命令書（様式第

８号）によるものとする。  

 

 （雑則）  

第１５条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。  

 

附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和６年６月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。   



別表１  

研修に含ま

ない業種別

資格  

運

送

業  

・大型自動車第一種免許  

・中型自動車第一種免許  

・準中型自動車第一種免許  

・牽引自動車第一種免許  

・大型自動車第二種免許  

・普通自動車第二種免許  

・運行管理者  

・自動車整備士  

・クレーン・デリック運転士免許（クレーン限定、床上運

転式クレーン限定、クレーン限定解除、床上限定解除及

びデリック限定解除を含む）  

・移動式クレーン運転士免許  

・揚貨装置運転士  

・床上操作式クレーン運転技能講習  

・クレーンの運転の業務特別教育  

・小型移動式クレーン運転技能講習  

・移動式クレーンの運転の業務特別教育  

・デリックの運転の業務特別教育  

・建設用リフトの運転の業務特別教育  

・玉掛け技能講習  

・玉掛け業務の特別教育  

・フォークリフト運転技能講習  

・フォークリフトの運転の業務に係る特別教育  

・テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への

特別教育  

建

設

業  

・一級建築施工管理技士  

・一級土木施工管理技士  

・一級電気工事施工管理技士  

・一級管工事施工管理技士  

・一級電気通信工事施工管理技士  

・一級建設機械施工管理技士  

・一級造園施工管理技士  

・二級建築施工管理技士  

・二級土木施工管理技士  

・二級電気工事施工管理技士  

・二級管工事施工管理技士  

・二級電気通信工事施工管理技士  

・二級建設機械施工管理技士  

・二級造園施工管理技士  

・第一種電気工事士  

・第二種電気工事士  

・第一種電気主任技術者  

・第二種電気主任技術者  

・第三種電気主任技術者  

・大型自動車第一種免許  

・中型自動車第一種免許  

・準中型自動車第一種免許  



・大型特殊自動車第一種免許  

・クレーン・デリック運転士免許（クレーン限定、床上運

転式クレーン限定、クレーン限定解除、床上限定解除及

びデリック限定解除を含む。）  

・移動式クレーン運転士免許  

・揚貨装置運転士  

・床上操作式クレーン運転技能講習  

・クレーンの運転の業務特別教育  

・小型移動式クレーン運転技能講習  

・移動式クレーンの運転の業務特別教育  

・デリックの運転の業務特別教育  

・建設用リフトの運転の業務特別教育  

・玉掛け技能講習  

・玉掛け業務の特別教育  

・フォークリフト運転技能講習  

・フォークリフトの運転の業務に係る特別教育  

・テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への

特別教育  

製

造

業  

・クレーン・デリック運転士免許（クレーン限定、床上運

転式クレーン限定、クレーン限定解除、床上限定解除及

びデリック限定解除を含む。）  

・移動式クレーン運転士免許  

・揚貨装置運転士  

・床上操作式クレーン運転技能講習  

・クレーンの運転の業務特別教育  

・小型移動式クレーン運転技能講習  

・移動式クレーンの運転の業務特別教育  

・デリックの運転の業務特別教育  

・建設用リフトの運転の業務特別教育  

・玉掛け技能講習  

・玉掛け業務の特別教育  

・フォークリフト運転技能講習  

・フォークリフトの運転の業務に係る特別教育  

・テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への

特別教育  

・第一種電気主任技術者  

・第二種電気主任技術者  

・第三種電気主任技術者  

・はい作業主任者技能講習  

自

動

車

整

備

業  

・自動車整備士  

全

業

種  

・普通自動車第一種免許  



別表２  

補 助 対 象 者 中小企業者のうち、研修計画を策定していない者  

補助対象事業 市内事業所に従事する従業員を対象として行う研修で、申

請日の属する年度の４月１日から３月３１日までに修了して

いる研修を対象とする。  

補助対象経費 補助対象事業の事業外研修受講料、テキスト代・教材費、

事業内研修における外部講師招へいに係る謝金及び旅費（当

該謝金及び旅費を委託料で講師側に支払う場合を含む。）、資

格試験対策講座受講料、資格試験受験料、資格登録料  

（補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額は含まない。） 

補 助 金 額 補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満の端数

が生じたときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。  

フランチャイズ契約を締結している加盟店が本部事業者主

催の研修を受講する場合は、補助対象経費に４分の１を乗じ

て得た額（千円未満の端数が生じたときは、その端数金額を

切り捨てた額）とする。  

ただし、市の予算の範囲内、かつ、一会計年度中の限度額

は、中小企業者１者当たり５万円とする。  

交付の申請  補助事業が完了する日の属する年度の３月３１日までに千

葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付申請書

兼実績報告書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添

付して市長に提出するものとする。  

 （１）商業・法人登記に関する履歴事項全部証明書（発行後

３か月以内のもの。個人事業主にあっては、個人事業の

開業・廃止等届出書等、代表者、屋号、事業所所在地等

が分かる資料）  

（２）補助対象事業に係る修了証書又は取得資格の免状等の

写し（受講修了者又は資格取得者全員分）  

（３）経費に係る領収書等（経費の内訳が分かるもの）の写し 

（４）中小企業者の従業員数が確認できる資料（資本金が中

小企業者の範囲を超えている場合のみ）  

（５）その他市長が必要と認める事項  

交付決定通知 

（兼額確定通知） 

（１）第５条の規定による申請があったときは、その内容を

審査し、補助金を交付することが適当と認めたときは、

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付

（不交付）決定兼額確定通知書（様式第２号）をもって

補助金の交付を決定するとともに、交付額の確定をする

ものとする。  

（２）市長は、前号の審査の結果、補助金を交付することが

不適当と認めたときは、千葉市中小企業人材育成・能力

開発推進支援補助金交付（不交付）決定兼額確定通知書

により、申請者に通知するものとする。  

補助金の交付 （１）補助金の交付請求は、千葉市中小企業人材育成・能力

開発推進支援補助金交付請求書（様式第３号）の提出に

より行うものとする。  

（２）市長は、前号の規定による請求書の提出があったとき

は、その内容を審査し、適当と認めるときは、速やかに

補助金を交付するものとする。  



別表３  

補 助 対 象 者 中小企業者のうち、研修計画を策定しており拡充支援の申

込をする者。ただし、フランチャイズ契約を締結している加

盟店が本部事業者主催の研修のみ受講する場合又は経営者

（個人事業主を含む。）のみが研修を受講する場合は対象外と

する。  

補助対象事業 別表２のとおり  

補助対象経費 別表２のとおり  

補 助 金 額 

 

補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満の端数

が生じたときは、その端数金額を切り捨てた額）、かつ、一会

計年度中の限度額は、中小企業者１者当たり１０万円とす

る。ただし、フランチャイズ契約を締結している加盟店が受

講する本部事業者主催の研修については、当該補助対象経費

に４分の１を乗じて得た額（千円未満の端数が生じたとき

は、その端数金額を切り捨てた額）、かつ、一会計年度中の限

度額は、中小企業者１者当たり５万円とする。  

なお、いずれの場合も市の予算の範囲内とする。  

拡充支援申込 研修を開始する日又は研修が完了する日の属する年度の４

月１日までに、千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援

補助金拡充支援申込書（様式第４号）に、研修計画に係る次

の各号に掲げる項目を記載した書類を添付して市長に提出す

るものとする。ただし、別表２に定める申請をした後に研修

計画を策定した場合は、計画策定日以後に提出することがで

きる。  

 （１）計画策定日  

（２）部署・部門ごとの業務内容  

（３）業務に必要な能力  

（４）業務に必要な能力を身につけ、高める上で必要となる  

研修内容  

（５）申込年度における研修ごとの実施時期  

（６）研修参加予定人数（経営者・従業員の内訳を記載）  

（７）研修成果の今後の業務への活用予定  

拡充支援決定通知 第１０条第１項の規定による審査の結果、拡充支援の対象

者であると認めたときは、千葉市中小企業人材育成・能力開

発推進支援補助金拡充支援決定通知書（様式第５号）によ

り、申込者に通知するものとする。  

研修計画の変更 拡充支援決定通知後に研修計画の内容に変更が生じたとき

は、変更内容を反映させた千葉市中小企業人材育成・能力開

発推進支援補助金研修計画変更届（様式第６号）を市長に提

出するものとする。  

交付の申請  補助事業が完了する日の属する年度の３月３１日までに、

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付申請

書兼実績報告書に、次の各号に掲げる書類を添付して市長に

提出するものとする。  

 （１）商業・法人登記に関する履歴事項全部証明書（発行後

３か月以内のもの。個人事業主にあっては、個人事業の

開業・廃止等届出書等、代表者、屋号、事業所所在地等

が分かる資料）  



（２）補助対象事業に係る修了証書又は取得資格の免状等の

写し（受講修了者又は資格取得者全員分）  

（３）経費に係る領収書等（経費の内訳が分かるもの）の写し 

（４）中小企業者の従業員数が確認できる資料（資本金が中

小企業者の範囲を超えている場合のみ）  

（５）その他市長が必要と認める事項  

交付決定通知 

（兼額確定通知） 

（１）第５条の規定による申請があったときは、その内容を

審査し、補助金を交付することが適当と認めたときは、

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付

（不交付）決定兼額確定通知書をもって補助金の交付を

決定するとともに、交付額の確定をするものとする。  

（２）市長は、前号の審査の結果、補助金を交付することが

不適当と認めたときは、千葉市中小企業人材育成・能力

開発推進支援補助金交付（不交付）決定兼額確定通知書

により、申請者に通知するものとする。  

補助金の交付 （１）補助金の交付請求は、千葉市中小企業人材育成・能力

開発推進支援補助金交付請求書の提出により行うものと

する。  

（２）市長は、前号の規定による請求書の提出があったとき

は、その内容を審査し、適当と認めるときは、速やかに

補助金を交付するものとする。  



様式第１号  

      年   月   日   

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付申請書兼実績報告書  

 

（あて先）千葉市長  

 

                  申  請  者  

           所 在 地            （※１）  

            氏名又は法人名 

                   及び代表者職氏名               （※２）  

                   生年月日（個人事業主の場合） 
（ ※ １ ） 個 人 事 業 主 の 場 合 、 事 業 所 所 在 地 、 事 業 主 住 所 地 の 両 方 を 記 入 し て く だ さ い  

（ ※ ２ ） 法 人 の 場 合 は 記 名 押 印 （ 代 表 者 印 ） し て く だ さ い 。  

法 人 以 外 で も 本 人 （ 代 表 者 ） が 手 書 き し な い 場 合 は 、 記 名 押 印 し て く だ さ い 。  

             （連絡先電話番号）            （担当）       

           （連絡先メールアドレス）                         

                               @                        

   年度千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金の交付を受

けたいので、千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付要綱

第５条の規定により、次のとおり申請します。  

※複数の研修をまとめて申請できます。  

研
修 

研 修 主 催 者   

研 修 名 称   

研 修 実 施 期 間  
年   月   日～    年   月   日  

受 講 人 数            人  

研 修 経 費 総 額

（ A ）  
          円（税抜き）  

交 付 申 請 額            円  

※研修等経費総額（ A）の１ /２（フランチャイズ加盟店が本

部事業者主催の研修を受講する場合は１ /４）（千円未満の端

数は切り捨て）、又は上限５万円（拡充支援の決定を受けた者

は上限１０万円）のいずれか低い額。  

受 講 の 成 果  
※研修 を受 講さ せた 成 果をど のよ うに 活用 し ている かに つい

て、事業主としての見解を記述してください。  

 

 



誓
約
欄 

□   

申請に当たり、当該研修において、「国・県及びその他機関から

補助金等の交付を受けないこと」かつ「研修に要する経費を受

講する従業員又は経営者に負担させていないこと」を誓約しま

す。  

（□にチェックをしてください）  

同
意
欄 

□ 

申請に当たり、千葉市が当団体（個人事業主の場合、事業主本

人）の市税に関する課税・納税情報を調査することに同意しま

す。  

（□にチェックをしてください）  

 

＜確認事項＞  

添付書類  

（１）履歴事項全部証明書  

（２）補助対象事業に係る修了証書の写し（研修修了者全員分）  

（３）経費に係る領収書等（経費の内訳が分かるもの）の写し  

（４）中小企業者の従業員数が確認できる資料（資本金が中小企業者の範

囲を超えている場合のみ）  

 

  



様式第２号  

千葉市指令   第    号  

 

                                                               

所 在 地 

           団体（法人）名 

                   及び代表者職氏名                様  

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付（不交付）決定  

兼額確定通知書  

 

     年   月   日付け申請のあった      年度千葉市中小企業

人材育成・能力開発推進支援補助金の交付について、次のとおり決定したの

で、千葉市補助金等交付規則第６条及び第１３条の規定により通知します。  

 

  年   月   日  

 

千葉市長           印  

 

交 付 ・ 不 交 付 の 別 交付  ・  不交付  

交 付 申 請 額                    円  

補助金の交付決定額                     円  

補 助 金 の 確 定 額                    円  

不交付の場合の理由  

そ の 他  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。



様式第３号  

    年   月   日  

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付請求書  

 

（あて先）千葉市長  

 

補助事業者  

                   所 在 地 

            団体（法人）名 

                   及び代表者職氏名               （※）  

（ ※ ） 法 人 の 場 合 は 記 名 押 印 し て く だ さ い 。  
法 人 以 外 で も 本 人 （ 代 表 者 ） が 手 書 き し な い 場 合 は 、 記 名 押 印 し て く だ さ い 。  

             （連絡先電話番号）            （担当）       

           （連絡先メールアドレス）                         

                               @                        

 

    年  月  日付け千葉市指令   第   号千葉市中小企業人材育

成・能力開発推進支援補助金交付決定兼額確定通知書により確定した補助金

の交付について、千葉市補助金等交付規則第１６条第１項の規定により、次

のとおり請求します。  

 

１  請求金額       金        円  

 

２  振込先  

金融機関名  

 

預金種類  

 

口座番号  

 

口座名義（フリガナ）  

 

銀   行  

信用金庫  
普通  

当座  

  

本・支店  

 

３  添付資料  振込先口座情報がわかる資料（通帳のコピー等）  



様式第４号  

      年   月   日   

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金拡充支援申込書  

 

（あて先）千葉市長  

 

                  申  請  者  

           所 在 地            （※１）  

            氏名又は法人名 

                   及び代表者職氏名               （※２）  

                   生年月日（個人事業主の場合） 
（ ※ １ ） 個 人 事 業 主 の 場 合 、 事 業 所 所 在 地 、 事 業 主 住 所 地 の 両 方 を 記 入 し て く だ さ い 。  

（ ※ ２ ） 法 人 の 場 合 は 記 名 押 印 （ 代 表 者 印 ） し て く だ さ い 。  

法 人 以 外 で も 本 人 （ 代 表 者 ） が 手 書 き し な い 場 合 は 、 記 名 押 印 し て く だ さ い 。  

             （連絡先電話番号）            （担当）       

           （連絡先メールアドレス）                         

                               @                        

 

   年度千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金の拡充支援

を受けたいので、千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付

要綱第９条の規定により、次のとおり申し込みます。  

 

１  

研修開始日  

※複数の研修を計画している

場合は、最も早くに実施され

る研修の開始日  

年    月    日  

２  

市内事業所所在地  

※申請者住所が千葉市内では

ない場合のみ記載  

 

３  添付書類  研修計画書  

 



様式第５号  

      千葉市   第    号   

 

所 在 地 

           団体（法人）名 

                   及び代表者職氏名                様  

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金拡充支援決定通知書  

 

    年   月   日付け申し込みのあった     年度千葉市中小企業

人材育成・能力開発推進支援補助金の拡充支援について、支援することを決

定したので、通知します。  

 

  年   月   日  

 

千葉市長          印  



様式第６号  

      年   月   日   

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金研修計画変更届  

 

（あて先）千葉市長  

 

                  申  請  者  

           所 在 地            （※１）  

            氏名又は法人名 

                   及び代表者職氏名               （※２）  

                   生年月日（個人事業主の場合） 
（ ※ １ ） 個 人 事 業 主 の 場 合 、 事 業 所 所 在 地 、 事 業 主 住 所 地 の 両 方 を 記 入 し て く だ さ い 。  

（ ※ ２ ） 法 人 の 場 合 は 記 名 押 印 （ 代 表 者 印 ） し て く だ さ い 。  

法 人 以 外 で も 本 人 （ 代 表 者 ） が 手 書 き し な い 場 合 は 、 記 名 押 印 し て く だ さ い 。  

             （連絡先電話番号）            （担当）       

 

           （連絡先メールアドレス）                         

                               @                        

 

    年   月   日付けで決定した      年度千葉市中小企業人材

育成・能力開発推進支援補助金の拡充支援について、研修計画に変更が生じ

たので、千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付要綱第１１

条の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

１  変更内容   

２  添付書類  研修計画書（変更後）  



様式第７号  

千葉市達   第    号  

 

所 在 地 

           法 人 名 

                   及び代表者職氏名                様  

 

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付決定取消通知書  

 

     年   月   日付け千葉市指令   第    号により通知した

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金交付決定の全部（一部）

を次のとおり取り消したので、千葉市補助金等交付規則第１７条第３項に

おいて準用する第６条の規定により通知します。  

 

    年   月   日  

 

千葉市長           印   

 

補助金の交付決定額                       円  

取 消 額                       円  

取消後の交付決定額                       円  

取 消 の 理 由  

 
 

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  



様式第８号  

千葉市達   第    号  

 

所 在 地 

           法 人 名 

                   及び代表者職氏名                様  

 

千葉市中小企業人材育成・能力開発推進支援補助金返還命令書  

 

 

千 葉 市 補 助 金 等 交 付 規 則 第 １ ８ 条     の規定により、次のと

おり返還を命じます。  

 

    年   月   日  

 

千葉市長           印   

 

補助金の交付決定額                      円  

補 助 金 の 既 交 付 額  
   年   月   日  交付        円  

            計        円  

補 助 金 の 確 定 額                      円  

返 還 す べ き 金 額                      円  

返 還 期 限          年    月    日まで  

返 還 を 命 ず る 理 由   

返 還 方 法  市長の発行する納入通知書による。  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  

 

第１項  
 

第２項  


